
行財政改革推進本部　平成２４年度　局運営方針

１．主な現状と課題

人口構成の変化と今後の見通し（H17：国勢調査　H22～：将来推計）

　本市では、平成27年前後に総人口が減少に転じ、その後は急速に少子高齢化が
進展します。また、過去に整備した多くの公共施設が老朽化することから、大規
模改修や建替えの大きな波が訪れます。
　今後は市税収入の大幅な増加が見込めないなか、増大する社会保障や施設更新
等に対応するため、限られた予算で大きな効果を上げる生産性の高い都市経営
を、いかに行っていくかが課題となっています。
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（１）生産年齢人口の減少等の影響により、本市歳入の根幹をなす市税収入は
　　引き続き低調に推移する一方で、社会保障関連や都市基盤整備関連の行政
　　需要の拡大が見込まれることから、今後の財源不足が大きな問題となって
　　います。
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（２）本市の公共施設の多くは、昭和45年から56年頃に整備され、建物の老朽
　　化が進行しており、今後は大規模改修や建替え等を計画的に行っていくこ
　　とが求められます。

（３）昨今の厳しい社会経済情勢の中、市税収入の大幅な増加が見込めない一方
　　で、多様化・複雑化する行政課題に対応する必要があることから、｢官｣と
　　｢民｣が役割を分担しながら、公民連携の下で公共サービスを提供していくこ
　　とが求められます。
【本市における民間の活力を活かす取組みの例】

○　指定管理者
　　制度を活用
　　する施設数
　　の推移

○　市有財産や
　　市の発行物
　　への広告掲
　　載による収
　　入の推移
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建築年別建物床面積　[合計：2,579,321㎡]

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

不
明 S
5

S
2
9

S
3
1

S
3
3

S
3
5

S
3
7

S
3
9

S
4
1

S
4
3

S
4
5

S
4
7

S
4
9

S
5
1

S
5
3

S
5
5

S
5
7

S
5
9

S
6
1

S
6
3

H
2

H
4

H
6

H
8

H
1
0

H
1
2

H
1
4

H
1
6

H
1
8

H
2
0

H
2
2

市民文化・社会教育系施設 ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 産業系施設
学校教育系施設 保健福祉系施設 行政系施設
都市基盤系施設 市営住宅等 上水道施設
下水道施設 病院施設 その他施設

新耐震基準（昭和57年以降）
1,240,902㎡ （48.1％）

旧耐震基準（昭和56年以前）
1,338,419㎡ （51.9％）

[単位：㎡]

昭和45～56年

- 7 -



２．基本方針・施策体系別主要事業

（１）「すぐ実践！日本一の行財政改革」に向けて“さいたま市行財政改革推進プラン２０１０”

     を総仕上げします。

*( )内は一般財源 (単位:千円)
No 区分 事業名 24年度 23年度 説明
1 し さいたま市行財政改革 675 492 有識者会議や行財政改革市民モニター制度を
行 推進プラン2010の推進 (675) (492) 活用し行財政改革推進プランを着実に推進
〔行政改革チーム〕

2 行 行財政改革公開審議の 2,216 3,008 事業の見直し・再構築にかかる庁内の議論を
実施 (2,216) (3,008) 公開審議方式で実施
〔行政改革チーム〕

3 し 一職員一改善提案制度 767 304 改善・改革が日常的に継続されるような組織
行 の推進 (767) (304) 風土を確立
〔行政改革チーム〕

4 し さいたま市外郭団体改 423 448 ｢さいたま市外郭団体改革プラン｣に基づく外
行 革プランの推進 (423) (448) 郭団体改革を推進
〔民間力活用チーム〕

（２）全市的・総合的な視点から公共施設の効果的かつ効率的な管理運営を推進します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)
No 区分 事業名 24年度 23年度 説明
5 し 公共施設マネジメント 10,475 11,590 公共施設マネジメント計画に基づいて、モデ
行 の推進 (10,475) (11,590) ルケースによる公共施設の複合化、機能集約
〔行政改革チーム〕 等の具体的な検討を行うほか、問題意識を市

民と共有するための広報活動を実施

6 行 公共施設市民サポータ 990 760 公共施設の管理運営を市民参加により実施す
ー制度の活用 (990) (760) るための制度を活用し、対象施設を拡大
〔行政改革チーム〕

　｢すぐ実践！日本一の行財政改革｣をスローガンとし、できることからすぐに実践し、生産性の
高い都市経営を推進することによって、｢日本一開かれたまち　日本一身近ではやい行政　日本
一しあわせを実感できるまち｣の実現を目指します。

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業 　　総 … 総合振興計画(新実施計画)事業　　し … しあわせ倍増プラン２００９事業
　　　　　 行 … 行財政改革推進プラン２０１０事業　　防 … 防災、環境・エネルギー対策　　高 … 高齢者支援　　子 … 子育て支援
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（３）民間の活力を活かして公共サービスを充実させるため、ＰＰＰ(Public Private 

     Partnership)を推進します。

*( )内は一般財源 (単位:千円)
No 区分 事業名 24年度 23年度 説明
7 行 提案型公共サービス公 1,774 101 市の実施する事業に、委託・民営化等による

民連携制度の導入 (1,774) (101) 公民連携の提案を募集する｢提案型公共サー
〔民間力活用チーム〕 ビス公民連携制度｣を導入

8 行 広告事業の推進 77 736 市有財産や市の発行物への広告掲載の推進に
〔民間力活用チーム〕 (77) (736) より、積極的に自主財源を確保

9 し 指定管理者制度の推進 2,400 2,400 公の施設への指定管理者制度の導入を推進す
行 〔民間力活用チーム〕 (2,400) (2,400) るとともに、指定管理者の全面公募を実施

10 行 企業・大学等との連携 21 0 企業や大学等との協定の締結等による連携に
・協定による公共的サ (21) (0) より、公共的サービスを充実
ービスの充実

〔民間力活用チーム〕

〔区分〕　新 … 新規事業　　拡 … 拡大事業 　　総 … 総合振興計画(新実施計画)事業　　し … しあわせ倍増プラン２００９事業
　　　　　 行 … 行財政改革推進プラン２０１０事業　　防 … 防災、環境・エネルギー対策　　高 … 高齢者支援　　子 … 子育て支援
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３．行財政改革への取組

(２)　一職員一改善提案制度の推進

(３)　公共施設マネジメントの推進

(４)　提案型公共サービス公民連携制度の導入

(５)　広告事業の推進

(６)　指定管理者制度の推進

(７)　外郭団体改革の推進

(８)　既存事業の見直しによるコスト削減の取組

千円

　　③　広告事業に関するホームページの作成は、職員で対応することとし、委託料の見直し
　　　を行います。

　　①　公の施設の管理運営について、指定管理者制度を活用し、市民サービスの向上や経費
　　　の削減を図ります。

　　①　｢さいたま市外郭団体改革プラン｣に基づいて改革を実行するとともに、｢さいたま市
　　　外郭団体経営改革推進委員会｣の助言等をいただきながら、外郭団体改革プランの進行
　　　管理を行います。

　　①　行財政改革公開審議については、過去２年間の実績を勘案し、報償費や委託料の見直
　　　しを行います。
　　②　｢さいたま市公共施設マネジメント会議｣については、実施回数を精査することで報償
　　　費の見直しを行います。

3,336既存事業の見直しによるコスト削減額

　　①　全職員が日常的に改善・改革に取組む組織風土を確立するため、業務改善の強化月間
　　　の設定、庁内業務改善発表会、全国都市改善改革実践事例発表会の開催などを行います。

　　①　公共施設マネジメント計画に基づいて、モデルケースによる公共施設の複合化、機能
　　　集約等の具体的な検討を行うほか、問題意識を市民と共有するための広報活動を行いま
　　　す。

　　②　市民との協働による公共施設の環境づくりを推進するため、公共施設市民サポーター
　　　制度の導入施設を拡大するとともに、更にワークショップ手法により制度の内容を検証
　　　し、よりよい制度への見直しを図ります。

　　①　市の資産(印刷物、ホームページ、公共施設など)を広告媒体として活用し、民間企業
　　　等の広告を掲載することにより新たな財源を確保し、市民サービスの向上や市内の企業・
　　　商店等の振興による地域経済の活性化を図ります。

　　①　市が実施する事業を対象に、企業等から知恵や創意工夫を生かした提案を募集し、コ
　　　ストや質に優れた提案について、委託・民営化を進める制度を導入します。

(１)　｢さいたま市行財政改革推進プラン２０１０｣の総仕上げ

　　①　平成２２年度から平成２４年度の３年間を集中改革期間とした同プランの進捗状況等
　　　を評価・検証し進行管理を行うとともに、その結果を｢行財政改革白書｣として取りまと
　　　めます。

　　②　事業の見直し・再構築にかかる庁内の議論を、公開審議方式で実施します。

　　③　行財政改革公開審議の市民委員に対して、継続的なモニターとして行財政改革推進プ
　　　ラン２０１０の年度ごとの成果等について意見を募ります。
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